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（午前９時５７分 開会） 

○野口博委員長 ただいまから駅前等再

開発特別委員会を開会させていただきま

す。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 奥村副市長。 

○奥村副市長 おはようございます。本日

は平成３０年第１回市議会定例会を控え、

大変お忙しい中、駅前等再開発特別委員会

を開催していただきありがとうございま

す。 

 本日の案件は、まず初めに阪急京都線連

続立体交差事業が今月下旬に事業認可の

取得予定となっておりますことから、事業

費や役割分担及び今後の事業スケジュー

ルについてご報告させていただきます。 

 その後、国立健康・栄養研究所の北大阪

健康医療都市への移転に伴い増加が見込

まれる運営上の負担への対応に関する方

針について、ご報告させていただきます。

詳細につきましては、担当からご説明申し

上げますので、どうかよろしくお願い申し

上げます。 

○野口博委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は、福住委員

を指名いたします。 

 それでは、阪急京都線連続立体交差事業

について説明を求めます。 

 藤原都市計画課参事。 

○藤原都市計画課参事 それでは、阪急京

都線連続立体交差事業について、資料に沿

ってご報告させていただきます。 

 資料１をごらんください。 

 １、都市計画事業認可の取得についてで

ございますが、事業認可の手続状況につき

ましては、事業主体である大阪府が平成２

９年１２月２８日付で国へ申請を行って

おり、２月末ごろには国が事業認可の告示

を予定していると聞いております。 

 なお、認可の告示後、大阪府が事業のお

知らせ看板を駅前及び事業区間の起点、終

点部付近に設置する予定でございます。 

 事業認可取得路線としましては、資料２

もあわせてご参照ください。 

 都市高速鉄道は、阪急京都線の山田川か

ら大正川付近、摂津市庄屋から茨木市丑寅

までの延長約２．１キロが事業区間であり

ます。 

 都市計画道路は、関連側道として高架の

東西に７路線、合計で約２．５キロとして

おります。 

 事業施工期間につきましては、平成３０

年２月から平成４６年３月までとしてお

ります。 

 続きまして、２、事業費の見直しでござ

いますが、今回の事業認可申請に伴い、概

算事業費を変更しております。これまでお

示ししておりました事業費につきまして

は、平成２２年度に直近で着工された連続

立体交差事業の事業費を参考に、延長割単

価等において算定したもので、約３７５億

円でありましたが、今回事業費の積算を行

った結果、事業費は約４３７億円となり、

約６２億円の増額。本市の負担といたしま

しては、約５７億円から約６５億円となり、

約８億円の増額となる見込みです。 

 主な増額の要因としましては、工事費等

は算定時からの人件費や物価の上昇、計画

の精査、支障となる地下埋設物等により約

４７億円の増額、用地費は事業に必要な借

地範囲の見直し等により、約１５億円の増

額となります。 

 続きまして、３、役割分担につきまして

は、事業認可後大阪府、摂津市、茨木市、

阪急電鉄株式会社の４者で覚書を締結す

ることとなります。 
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 その主な内容といたしましては、大阪府

が事業の総括、摂津市が用地交渉、側道整

備、阪急電鉄株式会社が鉄道施設工事、茨

木市は事業協力として説明会や地元自治

会への説明等の協力を行うものとしてお

ります。 

 茨木市の取り扱いにつきましては、資料

２、下側の鉄道縦断図をご参照ください。

茨木市域の事業区間は、摂津市域の四角４

の千里丘踏切までを高架化することによ

り、擦り付け部となること、また茨木市は

高架の両側に環境側道を設けない意向で

あることから、事業によるメリットがない

ため、両市並びに大阪府との協議の結果、

用地交渉及び地元市負担を摂津市が負担

することといたしております。 

 続きまして、４、今後の事業スケジュー

ルでございますが、事業認可取得後、都市

計画法第６６条に基づく事業認可の取得

についての説明会を実施いたします。日時

は平成３０年３月２０日火曜日の夜間、２

１日祝日・水曜日の午前、２６日月曜日の

夜間により、３回開催いたします。 

 説明の内容といたしましては、事業認可

の内容、事業認可に伴う規制等の内容、事

業に伴う用地買収のほかに仮線等による

借地があること及び今後のスケジュール

等を予定しております。 

 説明会の案内方法といたしましては、広

く市民に向けては３月号の広報誌及びホ

ームページでの周知を行い、権利者に向け

ては資料３、「都市計画事業認可説明会の

お知らせ」を郵送及びポスティング、近隣

にお住まいの方に向けては自治会による

回覧において通知することといたしてお

ります。 

 次に、今後の予定といたしましては、平

成３０年度に用地買収の流れ等を説明す

る権利者説明会を６月から８月に複数回

開催し、路線測量、用地測量に着手いたし

ます。用地測量は全長約２．１キロござい

ますので、委託期間は約２年間を予定して

おります。 

 平成３１年度からは用地測量において

必要となる事業用地を確定後、用地交渉を

開始する予定としております。 

 以上、阪急京都線連続立体交差事業につ

いての報告とさせていただきます。 

○野口博委員長 説明が終わりました。質

疑のある方、お願いいたします。 

 楢村委員。 

○楢村一臣委員 ２番目の事業費の見直

しのところで、幾つか質問させていただき

たいと思います。 

 先ほど６２億円の増額の話で、４３７億

円と６５億円に変更となる分で、内容をも

う一度教えてほしいんですけども、まず３

７５億円から４３７億円に変更というこ

とで、まず３７５億円というのは一旦どこ

で、どの時点で３７５億円と決まったのか

と、４３７億円と６５億円に変更となる内

容を踏まえて、６２億円増額に至るまでの

経緯についてもうちょっと詳しくお教え

いただきたいなと思います。 

 それと、４３７億円で摂津市が６５億円

負担というふうな形になってるんですけ

ど、今後の増額の可能性というのはあるの

かどうかについて、お聞きしたいと思いま

す。 

 それと、総事業費から摂津市の負担額が

約１５％前後ぐらいかなと思われるんで

すけども、摂津市の負担割合というのは何

かで示されてるものがあるのかどうかに

ついて、お聞かせください。 

 あと、摂津市の負担額６５億円について、

今後の予算措置についてなんですけども、
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平成３０年２月から平成４６年３月、平成

４５年度までに向けてなんですけど、全体

的にどの年度で幾らかというふうなのが、

大まかに出されているのかどうかという

ことと、予算要求を上げるに当たってはど

ういうふうな形で上げていくのかという

ことについてお教えいただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○野口博委員長 藤原参事。 

○藤原都市計画課参事 当初の事業につ

きましては、平成２２年度に算定されてお

り、直近に着工された京都府にあります洛

西口駅の事業費を参考に延長単価割等に

おいて算定しております。 

 増額の内容といたしましては、平成２２

年度からの人件費や物価上昇、その後国の

補助金を使って、事業に向けた測量や土質

調査、鉄道の概略設計等の調査を行う結果、

事業費を現場条件に合わせて必要な要因

を積み上げたことにより増額する形にな

っています。 

 次に、今後増額になる可能性なんですが、

こちらにつきましては現時点で見込まれ

ているものを想定して積み上げているた

め、物価の変動や想定外の事案によって増

額になる可能性は否定できません。 

 事業費の負担割合なんですが、この事業

につきましては鉄道工事と側道工事で比

率が変わっております。鉄道工事につきま

しては、鉄道が全体の６％でございまして、

その６％を引いたうちの国が５５％、大阪

府が残りの３分の２、摂津市のほうが残り

の３分の１となっております。 

 側道工事につきましては、同じように用

地費と工事費によってまた負担割は変わ

っております。用地費につきましては、先

ほどと同じように鉄道が６％、残りを１０

０にしたときの５５％が国、大阪府につき

ましては摂津市と２分の１ずつとなって

おります。 

 あと工事費につきましては、鉄道のほう

の６％はございません。国が５５％で、そ

の残りの２分の１ずつが大阪府と摂津市

で分ける形となっております。 

○野口博委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 今後の予算について

ご説明させていただきます。 

 本市の予算につきましては、この阪急京

都線連続立体交差事業に関連しましては、

大阪府から受ける委託、それから今後用地

買収していきます用地買収費用、それから

全体の事業費に負担いたします負担金と

いう予算を、今後予算措置していくという

ような予定になっております。 

 中期財政計画で、現在の当面平成３９年

までの予算措置に必要な額というのを計

上させていただいていますが、今回の認可

変更で、実際にどの年度にどれぐらいのお

金を使うかという見直しは詳細に分けて

いきたいというふうに思っております。 

 予算措置におきまして、これから地権者

の方々と交渉していくということがござ

いますので、その地権者のご意向になるべ

く添えるような予算措置を今後していき

たいというふうに思っております。 

 それから、２点目の今後の増額の可能性

について、ちょっと補足をさせていただき

ますと、現在の総事業費につきましては、

予測しうる費用を十分精査し積み上げた

額であるというふうに考えております。し

かしながら、例えば用地補償におきまして

は境界確定や測量、家屋の調査など、今後

補償に関しまして現地確認により確定す

る要素も含まれております。 

 また、鉄道工事におきましても、地中の
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状況など不確定な要素がありますことか

ら、現時点で予測し得る費用を計上したも

のというふうにご理解いただきたいと思

います。 

 以上です。 

○野口博委員長 先ほど説明いただいた、

国や大阪府や摂津市等々の費用負担の問

題について、３７５億円の従前のこの費用

負担の表がありますけども、今回変更して

いる４３７億円について、その段階での表

があればコピーしていただいて、それに基

づいて説明いただいたら助かりますけど

ね。なかなかそのパーセントをおっしゃっ

てもわかりにくいので。もう一回整理して、

誰かご答弁いただいて、後日で構いません

ので皆さんに表をください。 

 土井部長。 

○土井建設部長 予算につきましては、３

７５億円から４３７億円、要するに延長割

で出した工事費を、今回調査に基づいて現

状も把握しながら積算したものでござい

ます。前回、３７５億円のときも工事費、

用地費という形の中で、もうちょっと詳細

を出していたと思いますので、４３７億円

につきましても用地費、工事費の内訳等後

日提出させていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、本事業ですが、

長年の地域が求めていた事業ということ

ですけども、改めてこの事業の本市におけ

る意義というものについてちょっとご説

明をいただきたいと思います。 

○野口博委員長 土井部長。 

○土井建設部長 阪急京都線連続立体交

差事業の意義ということですけれども、一

つは踏切があかずの踏切という形の中で、

非常に踏切の遮断時間が長い、それにより

まして、地域の分断でありますとか問題が

生じております。この阪急京都線連続立体

交差事業といいますのは、高架になります

ことから、踏切の分断解消、最近は高齢者

の方も踏切の時間内になかなか渡れない

というようなこともございます。そういう

中で、踏切を解消することは、地域のまち

づくりに貢献する大きな事業であるとい

うふうに考えております。 

 本市につきましても、この当初の計画に

つきましては、平成３年、平成４年の予備

調査から種々検討してまいり、今回このよ

うな形になっております。この事業は本市

にとっても非常に重要な事業だというふ

うに考えております。 

 以上です。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 事業の意義ということ

で、やはり分断されていた摂津市域をしっ

かりと統合するといいますか、よりよいま

ちづくりに非常に大きな意義があるかな

と私も思います。そういった意味では、積

極的な地域の協力というものが欠かせな

いというところで、ぜひその目的、意義と

いうものをしっかり大切にして、それで住

民の協力というものをまた得ていただけ

たらと思います。 

 そういった中で、やはりより多くの摂津

市民の方に知っていただくということは

非常に大切だと思います。この都市計画事

業認可説明会というところが、一定予定を

されてはいるところでございますけれど

も、１６年という長い期間にわたって行わ

れるということで、継続的な意義、目的と

いうのを摂津市民に知っていただくとい

うことが非常に重要であるかと思います。

そういった意味で、今後広報、広告ポスタ

ーなどの周知徹底というのを皆さんにし
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ていただくということが必要かと思いま

すけど、どうやっていくかというお考えは

ありますでしょうか。ちょっと教えてくだ

さい。 

○野口博委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 先ほど阪急京都線連

続立体交差事業の事業認可につきまして、

説明会のほうを３月にさせていただきま

すというご説明をさせていただきました。

これにつきましては、先ほど申しましたよ

うに広報誌やホームページを通じて周知

をさせていただきたいと思っていますが、

この説明会につきましては、対象者はもち

ろん地権者には案内いたしますが、それ以

外の方にもこの事業の内容を知っていた

だく機会ということで、ホームページ等で

も周知を図っていきたいなと思っており

ます。 

 また、その後も本当に事業に関連する方

につきましては、年を明けて６月から８月

にかけて地権者説明会を行いますので、そ

の中で事業の内容を詳しく説明させてい

ただきたいと思います。いろんな場面を通

じて、この阪急京都線連続立体交差事業の

意義というのをお示ししていきたいとい

うふうに考えております。 

 以上です。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 ありがとうございます。 

引き続きしっかりと、１６年といいつつも、

できるだけ早期の開設を、事業の成功を要

望いたしまして、終わりとします。 

○野口博委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 たしか、平成２８年８月

に説明会があったと思います。そのときに

は、たくさんの方も来られてまして、随分

関心がある事業なんだなというふうなこ

とを私も実感いたしました。今回、いよい

よ少し具体的な話となってくるので、また

そういった意味ではまた関心度も高いと

思うんですけれども、今回用地交渉にかか

るだろうと思われる件数といいますか、そ

ういったものをおおむねどれぐらい把握

をされているのか、線路を挟んで北と南と

言ったらいいんですかね、分けて教えてい

ただけたらなと思います。 

○野口博委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 今回、地権者説明会に

ご案内させていただきます場所の用地の

買収、それから借地の地権者、それから建

物の所有者につきましては、東側、西側で

分けた数字は持っておりませんが、全体で

２００件余りであるというふうに認識し

ております。 

 以上です。 

○野口博委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 以前、説明会をされたと

きに大きなマンションができて、この景観

が好きで引っ越してきたという方もいら

っしゃったと思うんですね。それが今回高

くなって、その点の環境がどのように変わ

るのかといったことも随分関心があった

と思います。お子さんもたくさんいらっし

ゃる方がマンションにもおられますので、

そういった方たちへの丁寧な説明という

のをもう一度やっていただきたいと思っ

ております。 

 もう一つは、１６年間工事がかかるとい

うことで、今回の地権者の方には高齢の方

もいらっしゃるのかと思いますので、そう

いった形での不安というか、早い目に解決

ができるような対処をぜひともやってい

ただきたいと思っております。 

 先日も踏切で車椅子がひっかかって進

めなくなって、随分と危ない状態があって、

たまたま子どもの見守りの方がいらっし
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ゃって、引っ張ってくださって危険を回避

できたというようなこともあったようで

ございますので、ぜひその辺の丁寧な説明

を要望しておきたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

○野口博委員長 森西委員。 

○森西正委員 事業費が増額となったと

いうことで、先ほどからも質問がありまし

たけれども、その段階で掌握をしている部

分に関しての事業費ということで、今後何

らかの不測の事態が出てくると思うとこ

ろでありますけれども、摂津市からします

と、長期の財政を考えると、事業費は増額

になるかならないかによって、この阪急京

都線連続立体交差事業以外にも事業への

費用をどう使えるか使えないかというよ

うな問題が出てくるわけですよね。という

ことになってきますと、やはり計画の費用

と実行される費用がひとしくなるような

ことが理想であるわけですよね。費用が少

なくなると、それは浮いてきますから、そ

の部分をほかに積み出せるというような

ことになると思いますけれども、この根本

的な事業費の概算を出されるところは、こ

れは摂津市と大阪府とが協議をしながら

出されるものなのか、これは大阪府が出さ

れたものなのか、どこが算定をされてこう

いうふうな費用が出てくるものなのかと

いうのを、それを教えていただきたいんで

す。摂津市はどこまで介入できるものなの

か、大阪府からこの金額ですよって示され

て、この金額だということになってるのか、

教えていただきたいと思います。 

○野口博委員長 西川部参事。 

○西川建設部参事 今回、事業認可に伴い

まして、総事業費が増額になっております。

それにつきましては、先ほどからご説明さ

せていただいておりますように、平成２２

年に概算事業費、延長割ではじいたもので

ございますが、今回事業認可に当たりまし

て、この事業費の積み上げにつきましては、

鉄道事業に関しましては阪急電鉄株式会

社が、それから用地買収でありますとか、

そういうものを今後担っていきます摂津

市のほうが用地費を積算したということ

で、それをどうかするのは大阪府でござい

ますが、もちろん鉄道工事につきましても、

我々がはじいた用地に関する費用につき

ましても、それは摂津市であり、地元自治

体であり、それから大阪府である、鉄道事

業者であるというものが全てかかわりな

がら、この事業費を積算したというもので

ございます。 

 以上です。 

○野口博委員長 森西委員。 

○森西正委員 そうしますと、やはりおの

おの鉄道事業者もそうですし、摂津市もそ

うですし、大阪府もそうですけれども、積

み上げてこの金額になったというふうな

ことだろうと思いますけれども、しかしな

がらこの概算費用というのは今まで見て

るとどんな事業でも当初に出された費用

よりも大きくふえていってるというよう

に、今まで見てると大きな開発に関して、

そういうふうに見えるんですよね。そこを

やはり当初の概算費用と、完成した段階で

トータルで費やした費用とがやはりその

点はイコールなり、反対に少なくなるよう

に、やっぱり出していくべきだというふう

に思うんです。そうしないと摂津市全体の、

先ほども言いましたけれども、例えば福祉

なり別のところに必要な予算があるわけ

ですから、そこに回せないというふうなこ

とになってきますから、その点はやはり最

初の概算を出す段階でもっとこういうふ

うなことになるだろうと、例えば、将来こ
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れだけの物価上昇になるだろうというよ

うな、そういうふうなことも含めてやっぱ

り概算算定をすべきだというふうに思い

ますので、今回６２億円の増額で摂津市の

負担としては８億円の増額ですけれども、

それが場合によればまた数年後には何十

億円増額やというふうなことがなきにし

もあらずですから、だからそういうふうな

ことをなくすように、当初より早い段階で

あらゆるものが出てくるだろうというこ

とを、やっぱり算出して表に出していただ

きたいというふうに思いますので、今はこ

れだけというふうなことですけれども、今

までの事業を改めてさまざまな大型開発

のところは強いて言うたら大きく増額を

してますので、そういうふうにならないよ

うにぜひとも慎重に事業の概算を出して

いただきますように、よろしくお願いした

いというふうに思います。 

○野口博委員長 それでは、阪急京都線連

続立体交差事業についての質疑を終わり

ます。 

 それでは次に、国立健康・栄養研究所の

北大阪健康医療都市への移転に伴い増加

が見込まれる運営上の負担への対応に関

する方針について、説明をお願いいたしま

す。 

 小林市民生活部理事。 

○小林市民生活部理事 おはようござい

ます。国立健康・栄養研究所の北大阪健康

医療都市（健都）への移転に伴い増加が見

込まれる運営上の負担への対応に関する

方針につきまして、ご説明をさせていただ

きます。 

 厚生労働省、国立研究開発法人医薬基

盤・健康・栄養研究所を大阪府において平

成２９年３月３１日付国立健康・栄養研究

所の健都への移転に関する方針に基づき、

協議してまいりました健都移転に伴う運

営上の負担につきまして、平成３０年１月

３１日付で方針が決定されましたので、そ

の内容につきましてご説明をさせていた

だきます。 

 資料をご参照ください。 

 一つ目、厚生労働省、国立研究開発法人

の方針でございますけれども、厚生労働省

は、国立健康・栄養研究所の移転に伴い必

要となる設備等にかかる費用を初め、移転

先となる民間賃貸施設において長期的・安

定的な運営を行うための必要な支援・措置

を行うものとする。国立研究開発法人は、

健都において健康・栄養分野における産学

官連携の拠点となるよう、受託研究等必要

な取り組みを行うものとする。 

 二つ目、大阪府の方針でございますけれ

ども、大阪府は、国立健康・栄養研究所が

健都において産学官連携の拠点となるた

めに必要な設備等の費用に対する補助及

び委託等連携事業の実施、また当該事業の

遂行や円滑な移転を進めるための人的支

援など必要な支援・措置について今後具体

化を進めるものとする。 

 三つ目、その他といたしまして、厚生労

働省、国立研究開発法人、大阪府は、それ

ぞれ１、２の方針を踏まえた上で、地元市

でございます摂津市、吹田市とともに、両

市の負担内容について協議を進めるもの

とするといった内容でございまして、この

方針につきましては既に２月７日、各報道

機関のほうにも報道提供されております

ことを申し上げます。 

 以上、説明とさせていただきます。 

○野口博委員長 説明が終わりました。質

疑のある方、お受けしますのでお願いいた

します。 

 松本委員。 



- 9 - 

 

○松本暁彦委員 今回、本市の運営上の負

担の対応に関する方針ということで、本市

も負担をするという形にはなったという

ことですけれども、まずなぜ本市が負担を

するような形になったのかという経緯を

教えていただきたいのと、あわせて本市と

しての今後協議をするに当たっての方針

というものを教えていただきたいです。 

 以上です。 

○野口博委員長 小林理事。 

○小林市民生活部理事 負担に至った経

緯なり今後の方向性でございますけれど

も、国立健康・栄養研究所につきましては、

国民の健康の保持及び増進、栄養・食生活

に関する調査・研究を行う機関でございま

して、健康と医療をキーワードとした先端

的な研究開発によるイノベーションの創

出という、我々が進めております健都イノ

ベーションパークのコンセプトに合致し

ている機関、政府機関であると認識してお

ります。 

 また、本市が掲げます健康・医療のまち

づくりにも合致しておりまして、その研究

成果を生かした取り組みとか研究につき

ましては、市民の方の健康増進にも寄与す

るものと考えております。 

 移転に伴う経費につきましては、政府機

関の移転でございますので、基本的には国

の主導の下、負担をしていただくといった

ことが基本であると考えておりますけれ

ども、やはりそこは地元市として一定の支

援は必要であると考えております。それは

スムーズな移転を図っていただく、また今

後安定的な活動を行っていただくといっ

た観点からも必要と考えております。 

 今後、先ほど申しました三つの中で厚生

労働省、大阪府、吹田市、摂津市とともに

両市が行う応分の費用負担について協議

を進めるといった内容がございましたけ

れども、既に事務方レベルではこういった

協議を進めているところでございまして、

最終的な詰めを進めているところでござ

います。 

 以上です。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 国立の機関が本市のと

ころに来ていただくということは、非常に

大きな意義があると思います。やはり、負

担するに当たって、本市の望む形でぜひ研

究所との健康のまちづくりの連携をしっ

かりととれるように、検討をしていただき

たいというところがございます。 

 やはり本市としての利益といいますか、

住民の福祉の増進にどこまで寄与できる

かというのを、やはり本市としても主導的

にそこはせっかく負担をするということ

ですから、それを武器にしてやっていただ

ければと思います。 

 また大阪府は吹田市、摂津市ともに負担

の内容について協議を進めるものとする

というふうにありますので、ここもしっか

りと３者で連携して、よりよい形で来てい

ただけるということを国立健康・栄養研究

所がスムーズに移転いただいて、なおかつ

しっかりと本市と吹田市とそれぞれが連

携できるような形でやっていただければ

と思います。 

 以上です。 

○野口博委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 この国立健康・栄養研究

所の件については、昨年も質問させていた

だいて、大阪府がここへ持ってきて、その

とおりになったということで、大阪府がそ

の後手を引いて摂津市に余り負担が来な

いようにと私は思ってるんですけれども、

今回そういう意味ではこの負担の内容に
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ついての期間といいますか、いつまで負担

が発生するのかというのをちょっと教え

ていただけたらと思います。 

○野口博委員長 小林理事。 

○小林市民生活部理事 負担の期間でご

ざいますけれども、この国立健康・栄養研

究所が移転をされることによって、発生す

る費用といいますのは、まずは施設、設備

投資であったりするイニシャルコスト、あ

と民間の賃貸施設に入居されますので、そ

この入居に伴う家賃等がランニングコス

ト的には主に発生するのかなと考えてお

ります。そこの部分は、継続的にそこの健

都の地で国立健康・栄養研究所が事業を実

施されていきます。そういった中で、大阪

府なり地元市がどのようなスパンで、どの

ような支援をするのか、期間も含めて現在

協議しているところでございます。まだ詳

細については、確定はしていないところで

ございます。 

○野口博委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 しっかりと協議をして

いただきたいと思います。 

 もう一点ですね、産学官連携ということ

があるんですけれども、今、吹田市では住

民のデータをとって、国立循環器病研究セ

ンターが研究しているというようなこと

が行われていると思います。これも随分長

くされているようですけれども、今後摂津

市もそういったところでの研究にかかわ

るデータといいますか、そういったものの

協力というのは起こるんでしょうか。今回、

マンションができますね。そこに住む方に

はそういう自分自身の健康のデータとい

うのが自宅のテレビで見れるというよう

な、端末機が配布されて使うか使わないか

は住民の自由なのかもしれませんけれど

も、そういったものも行われると聞いてる

んですけれども、その辺のところの情報と

いうのは何かお聞きになってますでしょ

うか。 

○野口博委員長 平井理事。 

○平井保健福祉部理事 国立循環器病研

究センターが健都に移転してくるという

ことで、今、福住委員がおっしゃられたよ

うに、現在まで約２０年間ほど吹田市のほ

うで研究が行われております。この健都へ

の移転に伴いまして、新たな研究というこ

とで、摂津市、吹田市をフィールドにした

研究を実施するべく、現在我々と国立循環

器病研究センターと吹田市のほうで準備

のほうを進めているところでございます

ので、その研究の成果というのが時間がか

かるものだと思いますけれども、いずれは

摂津市民の方の健康の増進といいますか、

そちらに当然寄与するものというふうに

考えておりますので、今後協力して進めて

いきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 そういう意味では、この

国立健康・栄養研究所も研究所としてさま

ざまな実績があると聞いております。京都

府のほうでは、高齢者を対象にした研究と

いうことで、どういったものを食べること

で要介護に進む割合を低下させるのかと

か、そういった研究結果もあるそうです。

そういう意味では、この摂津市に、健康に

かかわる研究所が二つ近くに来て、これか

らいろんな形での結果を出してもらえる

のかなと思っておりますので、この負担の

部分と今後の皆さんの健康とか医療にか

かわることで貢献できて、負担した分がそ

れ以上の結果となることを期待しており

ますので、今後とも検討のほうよろしくお

願いいたします。 
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○野口博委員長 森西委員。 

○森西正委員 費用負担が発生するとい

うことで、どういうふうな中身のどういう

ふうな費用負担かというところは、まだ具

体的には示せないというところでしょう

けども、今回来る国立健康・栄養研究所で

すけれども、これは独立行政法人ですから、

例えば同じ独立行政法人のポリテクセン

ターだと摂津市の中であるわけで、例えば

国立健康・栄養研究所のほうに費用負担し

たときに、片やポリテクセンターは、摂津

市として支援なり負担なりというふうな

ことが、今なされているのかなされてない

かというところがあると思うんですけれ

ども、その辺のバランスをとらなくていい

のかというところですけれども、健都とい

うことであると、吹田市、大阪府、摂津市

で協力しながらということになります。摂

津市としてポリテクセンターの費用負担

は今はしてないんじゃないかなと思うん

ですけれども、その点をどう考えているの

か、お答えできるのであればお願いします。 

○野口博委員長 奥村副市長。 

○奥村副市長 それでは、ポリテクセンタ

ーのいわゆる支援ということなんですが、

現在行われていませんし、当初進出された

ときにも支援はされてないというふうに

記憶しております。 

 一つ、今回健都のほうに国立健康・栄養

研究所の分に対する支援なんですけれど

も、これは、もともとは内閣府が東京一極

集中の是正を目的として、それぞれ政府機

関の地方移転がございました。そこで、大

阪府のほうがその提案に応募されました。

その中で、吹田市とそれから摂津市のほう

に打診があって、国立健康・栄養研究所の

誘致について打診がございました。本市に

ついては、やはり吹田市もそうなんですけ

れども、健都イノベーションパークのコン

セプトに合致すると。それから、本市の健

康・医療のまちづくりに合致していると、

そういうようなことから誘致に対しては

賛同し、提案を了承したところでございま

す。そういう意味からも、いわゆる誘致を

しているということが前提でございます。 

 それから、先ほど理事のほうから言いま

したように、健康と栄養に関する研究を通

じて、国民の健康の保持及び増進に貢献す

るという目的を持った団体でございます。

そういう意味では、公益的事業を行ってい

る団体に対する補助というのは、当然公費

支出の適格性は有するものというふうに

考えております。 

 先ほどの質問の中にあったんですけれ

ども、そしたらその支援はいつまでという

こともございました。ただ、我々が考えて

おりますのは、やはり一定期間内補助をし

ましても、やはりそこの団体については自

主自立していただくことが当然のことで

ございます。補助するについても、やはり

サンセット方式で補助しなければならな

いというふうには考えております。事業に

対する補助ではなしに、いわゆる誘致に対

する地元摂津市の役割、負担の必要性、そ

れらについて我々は現在吹田市と協議し

ながら検討しているところでございます。 

 以上です。 

○野口博委員長 森西委員。 

○森西正委員 副市長に答弁いただいた

んですが、誘致に関する補助に関しては、

まだ納得はできると思うんですけども、た

だ今度は運営に関する補助というふうな

ことになると、それはこれから永久的に補

助を出していくとかというふうなことに

なる可能性もあるわけですから、その辺が、

運営するのに厳しいんですよと、摂津市と
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吹田市に補助をお願いしますわと言うて

きたときには、ずっと費用負担というふう

なことが発生するわけですから、これから

もっと具体的な話になってこようかと思

うんですけれども、その点というのは運営

に関する補助というのは、今の段階ではな

いのか、ちょっとお聞かせいただきたいと

思います。 

○野口博委員長 副市長。 

○奥村副市長 前提としましては、支援策

はまだ最終決定ではございません。大阪府、

吹田市、それから摂津市が今後協議をして

いくということでございます。そういう前

提の中で、今考えておりますのは、いわゆ

る当初の設備に対する補助ができないも

のだろうかということと、それから運営を

補助するにしてもやはり先ほど言いまし

たように、サンセット方式で一定の期限を

切って補助はしていかなければならない

というふうに思っております。 

 それ以外に、大阪府が考えておられます

人的な支援ですね、職員の能力育成のため

にそういうところへの派遣も一つの方法

ではないかなというふうに思っておりま

す。ただ、こういう組み合わせの中で、ど

ういう案をとるのかは吹田市ともしっか

り協議しながら決めていきたいというふ

うに思っております。ご心配がございます

運営費の補助を漫然と我々は考えてはお

りません。 

 以上です。 

○野口博委員長 森西委員。 

○森西正委員 今、副市長からお聞かせい

ただいたんで、摂津市はそのスタイルで協

議を進めていかれるというふうには思い

ますので、摂津市は摂津市の立場で、先ほ

ど副市長がおっしゃったようなスタイル

で臨んでいただきたいというふうに思い

ます。よろしくお願いします。 

○野口博委員長 ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○野口博委員長 以上で、質疑を終わりま

す。 

 これで本委員会を閉会いたします。 

（午前１０時４７分 閉会） 
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